
「特定贈与財産」

（4）贈与財産の評価

イ 土地 

(ｲ) 宅地

宅地の評価方式には、【路線価方式】と【倍率方式】という２つの方法があります。

　贈与を受けた財産の価額は、原則として、贈与を受けた時の時価で評価します。主な財産の評価の
あらましは、次のとおりです。詳しくは、国税庁ホームページをご確認ください。

　路線価が定められている地域の評価方法です。路線価とは、路線（道路）に面する標準的な
宅地の１平方メートル当たりの価額（千円単位で表示しています。）のことで、「路線価図」で確
認することができます。宅地の価額は、原則として、路線価をその宅地の形状等に応じた調整率
で補正した後、その宅地の面積を掛けて計算します。 

　路線価が定められていない地域の評価方法です。宅地の価額は、原則として、その宅地
の固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してください。）に
一定の倍率（倍率は「評価倍率表」で確認することができます。）を掛けて計算します。

(注)　贈与により取得した「居住用の区分所有財産」（いわゆる分譲マンション）に係る宅地（敷地利用権）
の価額については、路線価方式又は倍率方式により評価した価額に区分所有補正率を掛けて計算する場合
があります。詳しくは国税庁ホームページに掲載されているパンフレット「『居住用の区分所有財産』の
評価が変わりました」を参照してください。

【路線価方式】 

（注） 調整率には、「奥行価格補正率」、「側方路線影響加算率」などがあります。具体的な数値につい

）粋抜（図価線路

(路線価)(奥行価格補正率)(面積) (評価額)

330千円 × 1.00 × 180㎡ ＝ 5,940万円 

       【倍率方式】 

評価倍率表（抜粋） 

（固定資産税評価額） （倍率） （評価額） 

1,000万円 × 1.1 ＝ 1,100万円

（注） 評価倍率表の「固定資産税評価額に乗ずる倍

率等」欄に「路線」と表示されている地域につ

いては、路線価方式により評価を行います。

330 千円

10ｍ

普通住宅地区
18180 ㎡

ては、国税庁ホームページ「財産評価基準書 路線価図・評価倍率表」で確認することができま
す。

　特定贈与財産（39ページ）とは、贈与時において被相続人との婚姻期間が 20 年以上であるその被相続人の配偶

者（既に被相続人からの贈与について贈与税の配偶者控除の特例の適用を受けたことがない人に限ります。）が、

その被相続人から贈与を受けた居住用不動産又は金銭のうち、贈与税の配偶者控除の特例の適用があるものとし

た場合に、控除されることとなる金額（2,000万円が限度となります。）に相当する部分として、相続税の申告書

において選択する部分をいいます。

　なお、この特定贈与財産については、「贈与税がかからない財産」（39ページのハの８参照）には含まれません

ので、贈与税の申告をしなければなりません。贈与税の配偶者控除の特例の要件については、42ページを参照し

てください。

財産評価基準書

※　「路線価図」や「評価倍率表」は、国税庁ホームページ「財産評価基準書 路
線価図・評価倍率表」【https://www.rosenka.nta.go.jp】で閲覧することが
できます。
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(ﾊ) 田畑又は山林 

原則として、固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してくだ

さい。）に一定の倍率（倍率は「評価倍率表」で確認することができます。）を掛けて計算し

ます。ただし、市街地にある田畑又は山林については、原則として、付近の宅地の価額に比

準して計算します。 

家屋の評価については、次のとおりです。

ロ 家屋 

ハ 森林の立木 

原則として、樹種、樹齢別に定めている標準価額（標準価額は国税庁ホームページ

「財産評価基準書　路線価図・評価倍率表」で確認することができます。）を基として評価します。
 
ニ 事業用の機械、器具、農機具等 

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。 
 
ホ 上場株式 

原則として、次の(ｲ)から(ﾆ)までの価額のうち、最も低い価額により評価します。 
(ｲ) 贈与を受けた日の終値 

(ﾛ) 贈与を受けた月の毎日の終値の月平均額 

(ﾊ) 贈与を受けた月の前月の毎日の終値の月平均額 

(ﾆ) 贈与を受けた月の前々月の毎日の終値の月平均額 
（注） 上場株式を負担付贈与又は対価を伴う取引により取得した場合には、その株式の価額は、取得日におけ

る最終価格（終値）によって評価します。 
 へ 取引相場のない株式、出資 

原則として、その会社の規模の大小、株主の態様、資産の構成割合などに応じ、次のような方式

により評価します。具体的には「取引相場のない株式（出資）の評価明細書」（評価明細書の様式

は国税庁ホームページからダウンロードすることができます。）を用いて評価します。

(ｲ) 類似業種比準方式 

(ﾛ) 純資産価額方式 

(ﾊ) (ｲ)と(ﾛ)の併用方式 

(ﾆ) 配当還元方式 
 

ト 家庭用財産・自動車 

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。 
 
チ 書画・骨とう等 

原則として、類似品の売買価額や専門家の意見などを参考として評価します。 

※  贈与財産の評価に当たって作成した評価（計算）明細書は、贈与税の申告書に添付してください。 

 自 用 家 屋

貸 家

原則として、固定資産税評価額（都税事務所や市（区）役所又は町村役場で確認してく

ださい。）により評価します。

原則として、固定資産税評価額から、固定資産税評価額に借家権割合と賃貸割合を乗じ

た価額を差し引いて計算します。

(ﾛ) 借地権等 

借地権等の評価については、次のとおりです。

借 地 権
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額に借地権割合を掛けて計算

します。

定期借地権
原則として、贈与の時において借地権者に帰属する経済的利益及びその存続期間を基

として計算します。

貸 宅 地
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額から、借地権、定期借地権

等の価額を差し引いて計算します。

貸家建付地
原則として、路線価方式又は倍率方式により評価した価額から、借家人の有する敷地

に対する権利の価額を差し引いて計算します。

(注)　贈与により取得した「居住用の区分所有財産」（いわゆる分譲マンション）に係る家屋（区分所有権）
の価額については、固定資産税評価額に区分所有補正率を掛けて計算する場合があります。詳しくは国
税庁ホームページに掲載されているパンフレット「『居住用の区分所有財産』の評価が変わりました」を
参照してください。
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